
吉岡町自然環境、景観等と太陽光発電設備設置事業との調和

に関する条例

（概要）

１ 条例制定の経緯・目的

自然環境、景観等と調和のとれた太陽光発電事業について必要な事項を定めることによ

り、美しい自然環境及び魅力ある景観の維持を図り、もって町民の生活環境の保全に寄与

することを目的としています。

２ 条例の主な内容

(1) 言葉の定義

・太陽光発電設備

電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成２

３年法律第１０８号）第２条第２項に規定する再生可能エネルギー発電設備（送

電に係る電柱等を除く。）であって、同条第３項第１号の太陽光を再生可能エネル

ギー源とするものをいう。

・事業者

太陽光発電設備を設置し、当該太陽光発電設備を利用して発電を行う事業（木

竹の伐採、盛土、切土、埋土等の造成工事を含む。以下これらを「事業」という。）

を計画し、これを実施する者をいう。

・事業区域

事業を行う土地（太陽光発電設備に附属する管理施設、変電設備、緩衝帯等に

係る土地を含む。）であって、柵等の工作物の設置その他の方法により当該土地以

外の土地と区別された区域をいう。

・土地所有者等

事業区域に係る土地の所有者、占有者又は管理者をいう。

・工事施行者

事業に関する工事を請け負った者及び請負契約によらないで自らその工事を行

う者をいう。

・近隣住民

事業区域の境界から５０メートル以内の区域に居住する者及び土地又は建物を



所有する者をいう。

・該当自治会

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２に規定する地縁による

団体その他これに類する団体で、事業区域の境界から５０メートル以内の区域を

含む自治会をいう。

(2) 各主体の責務

・町

自然環境、景観等と太陽光発電設備の設置との調和が図られるよう必要な措置

を講ずるものとする。

・町民

基本理念にのっとり、町の施策及びこの条例に定める手続の実施に協力するよ

う努めなければならない。

・土地所有者等

事業により、自然環境若しくは景観を損ない、又は災害若しくは生活環境への

被害等が発生することのないよう、当該土地を適正に管理しなければならない。

・事業者

関係法令及びこの条例を遵守し、自然環境若しくは景観を損ない、又は災害若

しくは生活環境への被害等が発生することのないよう十分配慮し、並びに近隣住

民及び該当自治会との良好な関係を保たなければならない。

(3) 対象事業の範囲

対象とするのは、太陽光発電事業のうち、保全地区内において行おうとするもの及

び事業区域の面積が５００平方メートルを超えるものになります。なお、以下の場合

は、対象としません。

・建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規定する建築物の屋根又

は屋上に太陽光発電設備を設置する事業

・工場立地法（昭和３４年法律第２４号）第４条第１項第１号の規定に基づく環境施

設として太陽光発電施設を設置する事業

保全地区の範囲は、次のとおりです。

・都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１２条の４第１項の規定により定めた

同項第１号の地区計画のうち、良好な商業集積地形成を目指す区域

・土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法

律第５７号）第７条第１項の規定により指定された土砂災害警戒区域及び同法第９

条第１項の規定により指定された土砂災害特別警戒区域



・次に掲げる地区のいずれかに該当するものとして町長が指定する区域

河川、森林等の所在する自然環境が良好な地区のうち、その地区の周辺の自然的社

会的諸条件からみて、その地区における自然環境を保全することが特に必要と認め

られる区域

土砂崩れ、溢水等の災害のおそれのある地区のうち、特に災害の危険性が高く、木

竹の伐採、盛土、切土等の造成行為を制限する必要があると認められる区域

(4) 手続き

ア 事前協議

事業者は、町に対して事業計画に係わる事前協議書を提出します。それに基づき、

関係各課との事前相談、事前調査が行われます。

イ 住民等への説明

事前協議終了後、事業者は近隣住民等に対して説明会を開きます。

近隣住民等は、その事業に対する意見書を事業者に提出することができ、事業者

はその意見書に対して見解書の提出、住民協議を行うことになります。

ウ 許可申請

近隣住民等説明会の後、事業者は町へ事業計画の許可申請書を提出します。町は

土地開発事業審議会に諮問した上で、許可・不許可を決定します。許可基準は以下

のとおりです。

・事業区域の周辺地域における自然環境を害するおそれがないこと

・周辺地域の景観を阻害するおそれがないこと

・周辺地域において、土砂崩れ、溢水等を発生させるおそれがないこと

・事業の完了時における事業区域の高さ、法面の勾配、造成を行う面積等の造成計

画が各種法令及び規則で定める基準に適合していること

・排水施設、擁壁その他の施設が関係法令及び規則で定める基準に適合しているこ

と

・地形、地質及び周囲の状況に応じ配慮すべき事項又は講ずべき措置が関係法令及

び規則で定める基準に適合していること

・周辺地域における道路、河川、水路その他公共施設の構造等に支障を来すおそれ

がないこと

・太陽光の反射、騒音等による生活環境に対する被害を防止するための措置その他

の近隣住民等の生活環境を保全すべき措置が講じられていること

・設置する太陽光発電設備が電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）、電気事業者

による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法その他関係法令の基準



に適合していること

・町の総合計画その他将来計画に適合したものであること

許可を受けた事業者は、事業計画の許可申請書及び添付書類の写しを保存し、近

隣住民その他事業に関し生活環境の保全上利害関係を有する者の求めに応じ、閲覧

させなければなりません。

エ 着手

事業に着手する際は、事業者は町へ着手届出書を提出します。

オ 設置の完了届

事業者は、設置完了後に太陽光発電設備設置の完了届出書を提出します。

完了届出書の提出を受けたら、町は許可内容に適合していることを検査します。

許可内容に適合するときは、その結果を許可事業者に通知します。許可内容に適合

しないと認めるときは、許可事業者に対し、相当の期限を定めて、太陽光発電設備

の除却、事業区域の原状回復その他必要な措置を命じます。

カ 廃止の届出書

事業者は、事業を廃止する際は届出書を提出します。

キ 廃止の完了届

事業者は、事業の廃止が完了した際は、廃止の完了届を提出します。

(5) 手数料

・事業の許可を受けようとする者 １件につき３万円

・事業の変更の許可を受けようとする者 １件につき２万円

(6) 違反事実の公表

事業者が措置命令に違反し、町が許可を取り消した場合は、次に掲げる事項を公表

することができます。

・当該命令又は許可の取消しを受けた者の氏名及び住所

・当該命令又は許可の取消しの内容

事業者がこの条例に基づく届出、申請、報告等において、虚偽記載等の不正行為を

行ったと認めるときは、町長は次に掲げる事項を公表することができます。

・当該事業者の氏名及び住所

・当該事業者が行った不正行為の内容



(7) その他

本条例の施行に伴い、太陽光発電設備の設置に係る工事を開始している者等につい

ての経過措置を条例の附則に定めます。


